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EUサ ー ビス市場の変貌 若干の検証

大 沼 穣

要 旨

本稿は近年の欧州連合(EU)サ ービス市場統合 について、貿易 ・投資および公益事

業の規制改革の面から進捗状況の検証を試みた。統計面からはEurostatデ ータベースを

用いてサー ビス対外直接投資はサービス輸出よりも域内指向が高いことを、制度面か ら

は公益事業の域内完全自由化の試み(サ ービス自由化指令)の 頓挫の経緯を確認 した。

キーワー ド 欧州連合、サービス自由化、公益事業

は じめに

欧州経済共同体設立条約 に人 ・商品 ・サービス ・資本の移動の 自由の保障がうたわれ

ているが、サービスの完全な自由移動が達成されたとは言い難い。

各国でサービス経済化が進展 しサービス産業はEU全 体のGDP、 雇用の8割 近 くを占

めるようになった。提供者 ・消費者の移動を不要としてしまうネット配信などのような

技術革新 も生 じているとはいえ、サービス商品が国境を越える時の障壁 も数限 りない も

のがある。また公益事業 も含めた公共サービスの障壁 も高 く、2006年 の 「サービス自由

化指令」はその除去を目的の1つ としていた。

ところでサービスが国境を越 えて自由移動するには どのような方法があるだろうか。

サービス貿易 についてGATS(サ ー ビス貿易に関する一般協定)第1条 はサービスの国

際取引の態様を4つ に分類 している。
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図 表1サ ービスの国際取引の態様
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mode1は サービスの越境、たとえば海外からの電話サービス ・電子商取引、mode2

は国外消費、た とえば運輸 ・観光 ・留学、mode3は 商業拠点の越境、すなわちサービ

ス直接投資、mode4は 労働移動、たとえば外国アーチス トの招聰 を示 している(拙

稿:2002)。 ルジュールによればEUに おいては、mode1は2割 、mode2は1割 、

mode3は6割 、残 りがmode4で あるという(Lejour2008:117)。

このようにサービス貿易は単に製品を送るだけの財貿易 と異なり、多 くの場合サービ

ス事業者 自身 と器具 ・資材が国境を越え、受入国で自国と異なる基準 と遭遇する。サー

ビス市場統合を達成するために、その基準や認証制度を調和 させる試みが行われてきた。

サービス市場統合 は多角的 ・総合的に捉 える必要があるが、本稿はその進捗状況を貿

易 ・投資および公益事業の規制改革の面から検証 してゆきたい。

1EUに おけるサービスの国際化 一貿易 と投資の現状

EUに お ける財貿易 ・サー ビス貿易 の推 移 は どの ような もの であ ろ うか。 以下 欧州委

員会統計 局デ ー タベース(以 下Eurostat)に よ り見 てゆ く。

Eurostatの 統 計 を扱 う場合 、EUの 加盟 国数 は、1995年1月1日 か らは15力 国、2004

年5月1日 か らは25力 国、2007年1月1日 か らは27力 国 と変 化 してお り、比較 には注意

を要す る。 そのため2003年 ま ではEU15力 国、2004年 ～2007年 はEU25力 国 、2007年 以 降

はEU27力 国 での集 計 を試 み た。 また各種 デー タは同一条 件で長 期 に収 集 で きない場 合

もある。Eurostatの う ち 「Databasebythemes」 は オー ダー メイ ドでデ ー タ加工 で きる

が、す で に加工 され た レデ ィーメイ ドの デー タ 「Tablesbythemes」 も発 表 されてお り

本稿 ではそれ を公 表資料 と記 した。
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1-1サ ー ビス貿易

EUに お け るサー ビス貿易 を財 貿易 と比較 しつ つみ てゆ く。Eurostatに よれ ば2009年

リーマ ン ・シ ョックに よ り激 減す るまで は、 順調 に貿易額 を増加 させ て きた(図 表2)。

サ ー ビス貿易 は貿易 全体 のお よそ5分 の1前 後 を 占め ている。

図表2サ ービス貿易の推移

Eurostatよ り筆 者 計 算

同 じくEurostatに よ りEU全 体の貿易額 をEUのGDPと の対比で見ると、財貿易は10%

を越える傾向が定着 しつつあるが、サービスはようや く4%の 近傍である(図 表3)。

図表3サ ービス貿易の推移(GDP比)

Eurostat公 表 資 料
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図表4はEurostat公 表の加盟27力 国ベースで見た財の域内貿易比率である。2004年 ・

2007年 と拡大するたびに所得水準 の低い加盟国が加わ り低下 している模様である(図

表4)。 拡大 に対応する加盟国数を斜酌 してEurostatに より再計算すると、域内貿易比

率は財で60%台 、サービスでは50%台 で推移 していることがわかる(図 表5)。1992～

2003年 について業種別にやや詳 しく特徴 を見たRubalcaba(2007)の 研究によれば、金

融や ビジネスサービスが高 く、輸送はやや低かった(図 表6)。

Eurostat公 表 資 料

図表5財 ・サービス別 にみた域内貿易比率

Eurostatよ り筆 者 作 成
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図表6業 種別 にみた域内サービス貿易比率

1-2-1直 接 投資(フ ロー)

次 に直接投 資(フ ロー)金 額 の推移 を製造 業 とサー ビス産業 を比較 しつつ見 て ゆ く。

対 内 直接投 資(Inthereportingcountry,inflow,inward、 受 入 れ)と 対外 直接 投 資

(Abroad,out且ow,outward、 送 出 し)双 方 で、2004年 を ボ トム ・2007年 を ピーク とした

のち激減 してい る(図 表7)。

図表7直 接投資(フ ロー)の 推移

Eurostatよ り筆 者 作 成
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投資先内訳をサービス産業向けと製造業向け、EU域 外向けと域 内向けの区分でクロ

ス集計すると下記(図 表8)の 通 りである。サービス産業向け投資フローは直近のデー

タによれば対外投資で79%・ 対内投資で84%と 圧倒的である。この比率がボ トムとなっ

ている2004年 は加盟国が25力 国に拡大 した時期でもある。

図表8対 外直接投資(フ ロー)業 種別 ・地域別内訳 単位%

対外直接投資 2002 2003 2004 2005 2006 2007 11:

製造業 ・域 内 10 6 20 22 6 6 6

製造業 ・域外 1 4 10 6 8 12 15

サ ー ビス ・域 内 62 67 57 42 58 50 51

サ ー ビス ・域 外 27 23 12 30 28 32 28

合計(百 万ユーロ) 494,481 402,508 369,244 667,760 879,341 1,271,237 898,936

対内直接投資 2002 2003 2004 2005 2006 2007 IIS

製造業 ・域 内 8 10 23 11 9 5 10

製造業 ・域外 5 5 12 5 2 2 6

サ ー ビス ・域 内 64 54 57 55 57 53 56

サ ー ビス ・域 外 23 31 9 29 31 40 28

合計(百 万ユーロ) 462,408 345,611 236,257
... 711,230 1,061,627 524,156

Eurostatよ り筆 者 計 算

投資フロー全体 に占めるEU域 内向け比率に注 目した ものが図表9・10で ある。連続

性を考慮 してEU拡 大前後の統計を併記 した。この域内投資比率もEU拡 大の度に比率が

大 きく低下する傾向がある。域 内投資比率の現状は2008年 の対外投資で6割(57%)、

対内投資で7割(67%)で あ り、直接投資(フ ロー)の 過半は域内で投資されていると

言える。その6割 がサービス産業向けである。域内での対外投資 と対内投資は同一であ

るか ら、域 内シェアが小さい対外投資総額の方が対内投資総額より大 きい。
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図表9対 外直接投資(フ ロー)に 占めるEU域 内向け比率 単位%

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 112

EU15ベ ー ス 56 61 49 72 65 56 58

EU25べ 一 ス 52 73 67 60 63

EU27べ 一 ス 61 64 64 57 57

Eurostatよ り筆者計算

図表10対 内直接投資(フ ロー) に占めるEU域 内向け比率 単位%

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 11:

EU15ベ ー ス 74 80 73 73 64 72 75

EU25べ 一 ス 73 74 65 76 78

EU27べ 一 ス 76 78 68 60 67

Eurostatよ り筆 者 計 算

1-2-2直 接投資(ス トック)

直接投資(ス トック)に ついては残高の推移から対内投資 ・対外投資ともに順調に増

加 していることがわかる。

図表11EU直 接投資残高

Eurostatよ り筆 者 作 成

業種別にはサービス産業向けが対外対内 ともに急角度で増加 している(図 表12)。 直

接投資(ス トック)残 高に占める比率 は、1995年 の55%前 後か ら2007年 に75%と 急増 し

た。
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図表13サ ービス直接投資(ス トック)の 内訳

Eurostatよ り筆 者 作 成

さらにサービス産業向け投資の内訳をみると、対内対外 ともに域内投資が増加 してお

りその直接投資(ス トック)残 高は彪大なもの となっている(図 表13)。

地域別に2001年 ～2009年 の推移をみると、域内との取引が対外投資で60%台 前半、対

内投資で68%を 上下 している(図 表14)。 対内投資の域内比率に大 きな変化はないが、

対内対外 ともに合衆国の占める比率が漸減 している。

多国籍企業論では海外進出の3形 態(輸 出 ・直接投資 ・ライセ ンシング)の 比較が行

われるが、輸出と直接投資のモー ド同士の比較は今後の検討課題 とし、両モー ドにおけ

る域内のシェアの推移を比較 した。財 ・サービス輸出額 に占めるEU域 内のシェア(域

内貿易比率)、 製造業 ・サービス産業向け対外直接投資残高に占めるEU域 内のシェアを
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図表14直 接投資(ス トック)地 域別比率 単位%、 百万ユー口(残 高)

対外直接投資 対内直接投資

2001 2005 2009 2001 2005 2009

EU域 内(25ま

た は27国)
58 62 62 66 68 67

EU域 外(25ま

た は27国)計
42 38 38 34 32 33

EFTA 5 6 6 4 5 5

カナダ 2 1 2 2 1 1

合衆国 19 13 12 18 15 13

日本 1 1 1 2 1 2

総計(残 高) 4,763,230 6,305,140 9,536,194 3,862,428 5,690,696 8,305,945

Eurostatよ り筆 者 計 算

図表15輸 出額 ・対外直接投資残高に占めるEUの シェア

Eurostatよ り筆 者 計 算

比較 したものが図表15で ある。EUで は財の輸出は製造業向け対外直接投資 よりも域内

指向が高いが、サービス対外直接投資はサービス輸出よりも域内指向が高い。サービス

産業への直接投資では2000年 以降、製造業への直接投資で は2001年 以降にEU域 内の

シェアが急激に高まっているのがわかる。

一55一



大手前大学論集 第12号(2011)

2EUサ ービス市場の現状

2-1サ ービス市場改革 とサービス自由化指令

2-1-1公 益事業

EUに おけるサービス市場自由化の歩みはどのようなものであろうか。まず公益事業

における規制緩和、次にサービスの広範な領域をめ ぐる自由化指令の経緯について回顧

しておく。

鉄道分野の自由化1989年 に欧州閣僚理事会により行われた 「共同体の鉄道の発展

に関する閣僚理事会指令」(91/440/EEC)が 起点である。その後 「鉄道第1パ ッケー

ジ」により上下分離の徹底 ・参入の規制緩和、「鉄道第2パ ッケージ」により国際貨物

輸送の自由化、「鉄道第3パ ッケージ」により国際旅客輸送の 自由化が2010年1月 に完

了 した(中 村徹2004、 堀雅通2007、 小澤茂樹2011)。

郵政分野の自由化1997年 に欧州委員会により提案された 「郵便指令」(97/67/EC)

が起点である。2009年 までに独 占規定が廃止される予定であったが、加盟国の足並みが

揃わず先行する16力 国に対 しては2011年 までに、残 り11力国に対 しては2013年 までに期

限の見直しが行われた(井 手秀樹2007)。

情報通信分野の 自由化1987年 に欧州委員会によって発表された 「グリーンペー

パー」(COM(87)290final)を 起点とする。以降、段階的に端末設備の 自由化(1988)、

ケーブルTVの 自由化(1995)、 携帯電話の自由化(1996)、 全サービスの自由化(1998)

などが行われて きたが、「メディア融合」を後追いした複雑な体系 となったため、2003

年 「情報通信フレームワーク指令」(2002/21/EC)に よって従来の産業別の規制から産

業区分を越えた3層 の レイヤー別規制へ と見直 しが図 られた。具体的には通信 ネッ ト

ワーク、通信サービスが規制の対象 とな り、コンテンツ(金 融 ・放送など)は 規制外と

された。2006年 には見直 しが行われた(福 家秀紀2007)。

航空分 野の 自由化 欧州 委員会 に よ り、相手 国の航空 企業の輸送力 増強 を相 互承認

す る 「EU航 空 自由化 パ ッケー ジ(第1次 ・1987年12月 、 第2次 ・1990年6月)」 、 二国

間輸送 に対す る制限 を撤廃 した 「EU航 空 自由化パ ッケ ージ(第3次 ・1992年6月)」 に

よっ て段 階 的 に進 め られた(CouncilRegulationsNo3975/87and3976/870f140f

December1987;RegulationsNo2344/90and2367/900fJuly1990;RegulationsNo

2407/92,2408/92and2409/920fAugust1992)。1993年 に は運賃 や参入 が 自由化 され、
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規制緩和が最 も進んだ分野となった。

電力分野の 自由化1996年 に行われた 「EU電 力 自由化指令」(96/62/EC)が 起点

である。加盟国が1999年 には22%、2003年 には32%の 市場開放率を達成する義務 を定め

た。2003年 の 「改正EU電 力 自由化指令」で法人向け自由化(2004年7月1日)、 全面 自

由化(2007年7月1日)の 期限を定めた(矢 島正之2007)。

ガス分野の自由化1998年 に行われた 「ガス自由化指令」(98/30/EC)が 起点であ

る。2004年 には法人向け 自由化 、2007年 には家庭用 を含む全面 自由化 が行 われた

(Stern1998)o

水道分 野 の 自由化EUで は水 に関す る立 法措 置が2波 にわ た って行 われ て きた。

第1波(1977～88)は 水 質の改善、 第2波(1988～96)は 排 出制 限をめ ざす ものであ っ

た。水道企 業 を含 む様 々 な利害 が対立 して紛糾 したが、2000年12月22日 に 「水枠組指令 」

(2000/60/EC)が 発 効 した。

2003-2004年 に は水道 自由化へ の動 きが活発化 した。 欧州委員会 は 「官民パ ー トナ ー

シ ップ 成功 のための ガイ ドライ ン(2003)」 ・「域 内市場戦略(2003)」 ・「一般 的利益 の

グ リー ンペ ーパ ー(2003)」 ・「一般的利益 のホ ワイ トペーパ ー(2004)」 を公表 して、水

道 自由化 を積極 的 に推 進 し始 めた。 欧州 委 員会 はSGI(公 共 サ ー ビス、 一般 的利益 の

サ ー ビス、Servicesofgeneralinterest)に つ い て共 同体 権 限を強めSGEI(公 益 事 業 な ど

の経 済的公益 サ ー ビス、Servicesofgeneraleconomicinterest)に つ いて分野横 断的 な

枠組 立法 を 目指 して いた(拙 稿2002)。

結 局欧 州議 会 は欧州 委員 会 の提 案 す る上 下水 道 の 自由化 に反 対 し(2004/1/14・

2004/3/11)、2004年 末 に予 定 された欧州委 員会 の コ ミュニケ の公 表 も延期 された まま

とな っ てお り、 欧州 委員 会 は水 道へ の競 争 法適 用 を断念 した と言 わ れて い る(Local

GovernmentNetwork2005:96)o

以上の公益事業の自由化の進展状況は次のようにまとめられる(図 表16)。
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図表16EU公 益 事業 自由化の進展H=先 行、M=中 位 、L=遅 延

通信 航空 エネルギー 鉄道 郵政 水道

Germany H+ H+ M L M M

Spain H M M+ L H H

France H M L L L H+

Italy M H L L L L

Sweden H H H H H+ L

UK H+ H H+ H+ M H+

Switzerland H M L L L L

出 典Fingeretal.2007:62

2-1-2サ ービス自由化指令

先述 したようにサービス貿易は多 くの場合、事業者の資格、器具や資材の基準、付随

する活動すべてを受入国の要件 に合わせ る必要があ り、派遣 される従業員も受入国の雇

用関連法に従わねばならない(JETRO2007)。 またEU諸 国のサービス産業の規制 は

様々であ り、 ドイツではパ ン屋の数を人口1万 人につき1店 舗 とする割当制があり、フ

ランスではチ ョコレー ト店を開業するには商工会議所 などで構成する委員会の許可制で、

イタリアではローマなどの観光ガイ ドはイタリア出身者に限られ、ギリシャではダイビ

ングのインス トラクターはギリシャ語を話せなければならない。

これがサービス市場統合の障壁になっているとして、 リスボン戦略に基づ く 「サービ

スに関する域内市場戦略(2000.12)」 を踏まえて、2004年1月13日 、域内市場担当欧州

委員ボルケスタインによって 「サービス自由化指令案」が公表された(以 下、経緯は原

田徹2007参 照)。 欧州委員会が水道への競争法適用 を断念 した直後のことである。

サービス自由化指令案の眼目は2つ あった。1つ は 「すでに加盟国に拠点を置 くサー

ビス事業者が、他の加盟国で事業所を設立で きる」 とい う事業設立の自由化、 もう一つ

は 「他の加盟国に事業所を設立することな く、 自国の拠点から国境を越 えたサービスを

提供できる」 というサービス提供の自由化である。それぞれ皿一1-9、IV-1-16の

条項 となった ものである。

後者は当初 「母国法主義(CountryofOriginPrinciple,COOP)」 という急激な形で提

案された。すなわち、サービス事業者が出身加盟国で合法的に事業を運営している場合

には、他の加盟国においてその法令に従 うことなくサービスを提供できる」 というもの

であり、多 くの議論を呼び起 こした。高度な語学力が特に必要ない仕事 に中東欧からの

労働者が大量流入することや、他国から流入 してきた企業や労働者に自国の労働基準を

適用できなくなることが懸念 され、独仏での反発が強まった。
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公共サービスへの自由化導入の議論 も二転三転 した。2005年 半ばまでは全SGI(公 共

サービス、一般的利益のサービス)を 自由化の対象とする方向であったが、母国法主義

条項が削除 された2006年2月 の妥協修正案では、SGIの うちSGEI(公 益事業などの経済

的公益サー ビス)に は設立の自由は適用 されるが提供の自由は適用除外 という決着 と

なった。SGIの うちヘルスケア ・社会福祉分野は2006年4月SSGI(一 般的社会利益サー

ビス、Socialservicesofgeneralinterest)と してサービス自由化指令の対象から除外さ

れた。

サービス 自由化指令案は母国法主義条項を削除してEU理 事会で欧州議会案を可決、

2006年12月28日 に発効 し、2009年12月28日 を期 限に国内法化 されることとなった

(2006/123/EC)。 指令は(1)適 用…国家や民間の資格 ・認証 を要する分野、(2)条 件

付適用(設 立の自由のみ)… 公益事業、(3)除 外…すでに規制枠組のある分野、社会福

祉分野、行政 ・義務教育など非経済的公益サービスと、複雑 な構成 となった。雇用創出

の切 り札 と位置付 けたサービス分野の 自由化は骨抜 きになったとの見方 もある(EU、

いら立つ 「番人」・試練の大欧州 『日本経済新聞』2006年4月11日)。

3お わりに

欧州委員 会 ・経 済金融 総局 が発行 す るEuropeanEconomy誌 は 経済危 機下 のEUサ ー

ビス産業 を特集 し、規制(創 業の 困難 さ ・参入 障壁 ・営業 しやす さ ・規制改革 にお ける

好例 か らの乖離)、 統合(M&Aに 占 め るク ロス ボー ダー案件 、価 格分 散)、 競 争(EU

とア メ リカの マー クア ップ差 、市場 集中度、 市場混 乱度、 反 トラス ト違 反件 数)、 技術

革新(労 働 の 質、ICT、TFP)の4分 野 で検討 を加 え、 図表16の よ うに問題 点の あ る

サ ー ビス産業 を指摘 している(Monteagudoetal.2009)。
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図表17市 場機能の問題要因

規制

(原注)
統合 競争 技術革新

E一電 力 ・ガ ス ・水 道 ** ** ** *

F一建 設 一
n.a.

　 　

50一 自動 車 販 売 ・メ ン テ ナ ン ス ・修 理 ** 一 * **

51一卸 売 ** 一 * **

52一小 売 ** ** * **

H一ホ テ ル ・レス トラ ン * ** ** **

60一陸 上輸送 * * * *

61一水 上輸送 ** 一 ** *

62一航 空輸送 * * ** *

63一運 輸に附帯するサービス ** 一 ** *

64一郵 便 ・電 話 * 一 ** *

65一金 融媒介 * * ** *

66一保 険 ・年 金 * ** * *

67一金 融媒介関連 * n.a.
一

n.a.

71一機械設備 レンタル 一
n.a.

一 **

72一 コ ン ピ ュ ー タ 関 連 一
n.a. * **

73一研 究開発 一 n.a. ** *

74一他 の ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス ** ** * **

90一下 水道 ・廃棄物処理 n.a. n.a. * **

91一会 員制度組織 n.a. n.a. ** 一

92一娯 楽 ・文 化 ・ス ポ ー ツ n.a. * ** **

93一他 の サ ー ビ ス n.a. n.a. ** 　

(凡例)**政 策 領域 に潜在的に重大な問題点*問 題点あ りとい う推定が排除できない

一 この指標の もとでは潜在的な問題点の証拠がない

(原注)規 制の欄は2003年OECD・REGREF指 標 に基づ きOECD(2009)Economic

PolicyReforms:GoingforGrowth2009の 規 制情報で更新 されてい る。

上記2006～2007年 まで というデータの制約はあるが、合計4分 野で問題が指摘 される

産業は 「電力 ・ガス ・水道」「小売」「ホテル ・レス トラン」「他のビジネスサービス」、

合計3分 野で問題が指摘される産業は 「自動車販売 ・メンテナ ンス ・修理」「卸売」「水

上輸送」「航空輸送」「運輸に附帯するサー ビス」「金融媒介」「保険 ・年金」であった。

経済危機のインパ クトを反映した各産業分肢 レベルでの検討が必要である。
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以上近年のEUサ ービス市場について貿易 ・投資および公益事業の規制改革の面か ら

概観 を試み、サービス対外直接投資はサービス輸出よりも域内指向が高いことと、公益

事業の域内完全 自由化の試みは頓挫 したことを指摘した。

サービス市場の統合については今回論 じていない事項 も含めた多面的な検討が必要で

あるが、今後の課題としてゆきたい。
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